
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金融機能強化法に基づき資本参加を行った金融機関における 

「経営強化計画の履行状況（令和３年３月期）」の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔参考Ⅳ－２〕 



金融機能強化法の本則に基づき資本参加を行った金融機関における 

「経営強化計画の履行状況（令和３年３月期）」の概要 

金融機関名 
資本参加 

時 期 金 額 

本則（平成 20 年改正法）に基づき資本参加を行った金融機関 

福邦銀行 
平成２１年 ３月３１日 

６０億円   

南日本銀行 １５０億円   

みちのく銀行 

平成２１年 ９月３０日 

２００億円   

第三銀行 ３００億円   

山梨県民信用組合 ４５０億円   

東和銀行 
平成２１年１２月２８日 

３５０億円   

高知銀行 １５０億円   

北都銀行 
平成２２年 ３月３１日 

１００億円   

宮崎太陽銀行 １３０億円   

ぐんまみらい信用組合 平成２４年１２月２８日 ２５０億円   

豊和銀行 

平成２６年 ３月３１日 

１６０億円   

東京厚生信用組合 ５０億円   

横浜幸銀信用組合 １９０億円   

釧路信用組合 
平成２６年１２月１２日 

８０億円   

滋賀県信用組合 ９０億円   

全国信用協同組合連合会 平成２７年１２月２２日 １０６億円   

全国信用協同組合連合会 平成２８年１２月２７日 ６２．４億円 

全国信用協同組合連合会 平成２９年１２月２２日 １００億円 

全国信用協同組合連合会 令和 ２年 ３月３１日 ９２億円 

（注）山梨県民信用組合、ぐんまみらい信用組合、東京厚生信用組合、横浜幸銀信用組合、

釧路信用組合及び滋賀県信用組合は全国信用協同組合連合会からの信託受益権の買

取りにより、北都銀行はフィデアホールディングス（持株会社）が発行する優先株式

の引受けにより、それぞれ資本参加。 

 



計 画 実 績

2 1 3 ＋ 1 ＋ 2

資金利益が貸出金利息の増加により計画を上回ったこと等か
ら、コア業務純益は計画を上回った。

20 21 26 ＋ 5 ＋ 5

資金利益が貸出金利息が計画を上回ったことにより計画を上
回ったことや経費が人件費・物件費の削減により計画を下回っ
たこと等から、コア業務純益は計画を上回った。

59 63 71 ＋ 12 ＋ 8

資金利益が有価証券利息配当金が計画を上回ったことにより計
画を上回ったことや経費が人件費・物件費の削減により計画を
下回ったこと等から、コア業務純益は計画を上回った。

50 64 50 ▲ 0 ▲ 13

資金利益が貸出金利息の減少により計画を下回ったこと等か
ら、コア業務純益は計画を下回った。

6 20 7 ＋ 0 ▲ 12

資金利益が貸出金利息の減少等により計画を下回ったこと等か
ら、コア業務純益は計画を下回った。

105 106 53 ▲ 52 ▲ 52

経費が人件費・物件費の削減により計画を下回ったものの、資
金利益が貸出金利息等の減少により計画を下回ったほか、その
他業務利益が計画を下回ったことから、コア業務純益は計画を
下回った。

24 24 26 ＋ 2 ＋ 2

資金利益が貸出金利息の減少等により計画を下回ったものの、
経費が人件費・物件費の削減により計画を下回ったことから、
コア業務純益は計画を上回った。

24 24 31 ＋ 7 ＋ 7

役務取引等利益が計画を下回ったものの、経費が人件費・物件
費の削減により計画を下回ったこと等から、コア業務純益は計
画を上回った。

18 18 9 ▲ 8 ▲ 8

資金利益が有価証券利息配当金の減少により計画を下回ったこ
と等から、コア業務純益は計画を下回った。

▲0.11 8.30 5.73 ＋ 5.84 ▲ 2.57

資金利益が貸出金利息の減少等により計画を下回ったこと等か
ら、コア業務純益は計画を下回った。

11 9 13 ＋ 2 ＋ 3

役務取引等利益が計画を上回ったことや経費が人件費・物件費
の減少により計画を下回ったこと等から、コア業務純益は計画
を上回った。

1.48 1.45 1.86 ＋ 0.38 ＋ 0.41

資金利益が貸出金利息の減少等により計画を下回ったものの、
人件費・物件費の削減により経費が計画を下回ったことから、
コア業務純益は計画を上回った。

25 26 32 ＋ 6 ＋ 5

資金利益が貸出金利息の増加等により計画を上回ったこと等か
ら、コア業務純益は計画を上回った。

0.54 0.68 0.60 ＋ 0.06 ▲ 0.08

資金利益が貸出金利息の減少等により計画を下回ったこと等か
ら、コア業務純益は計画を下回った。

1.95 1.39 2.09 ＋ 0.14 ＋ 0.69

資金利益が貸出金利息の増加等により計画を上回ったこと等か
ら、コア業務純益は計画を上回った。

豊　　和

滋賀県
（信用組合）

東京厚生
（信用組合）

横浜幸銀
（信用組合）

釧　　路
（信用組合）

山梨県民
（信用組合）

ぐんまみらい
（信用組合）

金融機能強化法(平成20年改正法)に基づく経営強化計画
令和３年３月期の履行状況の概要

１．経営改善の目標

１）コア業務純益

(単位：億円)

計画始期
の水準

令和３年３月期

始期比 計画比

東　　和

高　　知

北　　都

宮崎太陽

コメント
（実績と計画の比較）

福　　邦

南日本

みちのく

第　　三



計 画 実 績

71.42 68.14 69.05 ▲ 2.37 ＋ 0.91

経費（機械化関連費用を除く）は計画を下回ったものの、業務
粗利益が役務取引等利益の減少等により計画を下回ったことか
ら、ＯＨＲは計画を上回った。

64.17 66.21 63.36 ▲ 0.81 ▲ 2.85

経費（機械化関連費用を除く）が計画を下回ったほか、資金利
益が計画を上回ったこと等により業務粗利益が計画を上回った
ことから、ＯＨＲは計画を下回った。

71.96 70.02 70.99 ▲ 0.97 ＋ 0.97

経費（機械化関連費用を除く）は計画を下回ったものの、国債
等債券関係損益が計画を下回ったこと等により業務粗利益が計
画を下回ったことから、ＯＨＲは計画を上回った。

65.13 63.08 59.50 ▲ 5.63 ▲ 3.58

経費（機械化関連費用を除く）は合併・システム統合関連費用
の増加により計画を上回ったものの、その他業務利益が計画を
上回ったことから、ＯＨＲは計画を下回った。

75.43 53.88 70.07 ▲ 5.36 ＋ 16.19

経費（機械化関連費用を除く）が計画を下回ったものの、業務
粗利益が資金利益の減少等により計画を下回ったことから、Ｏ
ＨＲは計画を上回った。

53.49 53.48 68.84 ＋ 15.35 ＋ 15.36

経費（機械化関連費用を除く）は計画を下回ったものの、業務
粗利益が資金利益やその他業務利益の減少等により計画を下
回ったことから、ＯＨＲは計画を上回った。

73.00 70.03 74.79 ＋ 1.79 ＋ 4.76

経費（機械化関連費用を除く）は計画を下回ったものの、業務
粗利益が資金利益やその他業務利益の減少等により計画を下
回ったことから、ＯＨＲは計画を上回った。

74.82 73.21 78.59 ＋ 3.77 ＋ 5.38

経費（機械化関連費用を除く）は計画を下回ったものの、業務
粗利益が役務取引等利益やその他業務利益の減少等により計画
を下回ったことから、ＯＨＲは計画を上回った。

66.26 65.57 69.44 ＋ 3.18 ＋ 3.87

経費（機械化関連費用を除く）は計画を下回ったものの、業務
粗利益が資金利益及び役務取引等利益の減少等により計画を下
回ったことから、ＯＨＲは計画を上回った。

97.29 74.40 83.97 ▲ 13.32 ＋ 9.57

経費（機械化関連費用を除く）が計画を下回ったものの、業務
粗利益が貸出金利息の減少等により計画を下回ったことから、
ＯＨＲは計画を上回った。

68.40 70.03 65.66 ▲ 2.74 ▲ 4.37

経費（機械化関連費用を除く）が計画を下回ったほか、業務粗
利益が計画を上回ったことから、ＯＨＲは計画を下回った。

72.35 73.41 68.67 ▲ 3.68 ▲ 4.74

業務粗利益がほぼ計画通りとなった一方、経費（機械化関連費
用を除く）が計画を下回ったことから、ＯＨＲは計画を下回っ
た。

61.44 61.43 55.85 ▲ 5.59 ▲ 5.58

経費（機械化関連費用を除く）が計画を下回ったことや、業務
粗利益が資金利益の増加により計画を上回ったことから、ＯＨ
Ｒは計画を下回った。

80.62 79.40 79.50 ▲ 1.12 ＋ 0.10

経費（機械化関連費用を除く）が計画を下回ったものの、業務
粗利益が資金利益の減少等により計画を下回ったことから、Ｏ
ＨＲは計画を上回った。

75.85 79.74 77.43 ＋ 1.58 ▲ 2.31

経費（機械化関連費用を除く）が計画を下回ったことや、業務
粗利益が資金利益の増加により計画を上回ったことから、ＯＨ
Ｒは計画を下回った。

山梨県民
（信用組合）

ぐんまみらい
（信用組合）

豊　　和

２） 業務粗利益経費率 （ＯＨＲ)

(単位：％)

福　　邦

南日本

みちのく

計画始期
の水準

令和３年３月期

始期比 計画比
コメント

（実績と計画の比較）

第　　三

東　　和

横浜幸銀
（信用組合）

釧　　路
（信用組合）

東京厚生
（信用組合）

高　　知

北　　都

宮崎太陽

滋賀県
（信用組合）



計 画 実 績

残高 1,632 1,640 1,710 ＋ 78 ＋ 70

比率 36.76 37.11 35.24 ▲ 1.52 ▲ 1.87

残高 3,491 3,554 3,793 ＋ 302 ＋ 239

比率 44.39 44.15 44.10 ▲ 0.29 ▲ 0.05

残高 5,106 5,356 5,315 ＋ 209 ▲ 41

比率 24.10 24.23 22.54 ▲ 1.56 ▲ 1.69

残高 6,374 6,524 6,971 ＋ 597 ＋ 447

比率 31.42 31.69 31.92 ＋ 0.50 ＋ 0.23

残高 1,755 1,783 1,176 ▲ 578 ▲ 606

比率 40.84 40.92 27.49 ▲ 13.35 ▲ 13.43

残高 7,120 7,660 8,018 ＋ 898 ＋ 358

比率 30.59 31.82 31.52 ＋ 0.93 ▲ 0.30

残高 3,956 4,003 4,565 ＋ 609 ＋ 562

比率 35.84 36.35 37.00 ＋ 1.16 ＋ 0.65

残高 2,902 2,986 3,531 ＋ 629 ＋ 545

比率 21.64 21.79 22.69 ＋ 1.05 ＋ 0.90

残高 2,529 2,934 3,051 ＋ 522 ＋ 117

比率 36.91 39.75 36.84 ▲ 0.07 ▲ 2.91

残高 1,033 1,128 1,160 ＋ 126 ＋ 32

比率 29.65 32.39 33.88 ＋ 4.23 ＋ 1.49

残高 2,530 2,641 2,792 ＋ 262 ＋ 151

比率 43.73 45.43 44.07 ＋ 0.34 ▲ 1.36

残高 283 295 307 ＋ 24 ＋ 11

比率 46.03 46.14 48.34 ＋ 2.31 ＋ 2.20

残高 3,262 3,350 4,065 ＋ 802 ＋ 715

比率 65.22 66.71 64.54 ▲ 0.68 ▲ 2.17

残高 297 302 331 ＋ 34 ＋ 29

比率 32.37 32.82 34.61 ＋ 2.24 ＋ 1.79

残高 532 547 601 ＋ 68 ＋ 54

比率 34.38 34.88 36.11 ＋ 1.73 ＋ 1.23

２．中小企業金融の円滑化の目標

１） 中小規模事業者等向け貸出残高・比率

(単位：億円、％)

ミドルリスク層へのアプローチ強化等に取り組んだものの、Ｍ
＆Ａに伴う大口返済等により貸出残高は計画を下回った。ま
た、新型コロナウイルス感染症対策の給付金等による預金の増
加等から総資産が増加したため、比率も計画を下回った。

計画始期
の水準

令和３年３月期

始期比 計画比
コメント

（実績と計画の比較）

福　　邦

本業支援に注力した結果、貸出残高は計画を上回った。なお、
資金繰り支援のための資金（現預金）を確保したこと等から総
資産が増加したため、比率は計画を下回った。

南日本

事業者への全先訪問の実施等を通じた資金繰り・本業支援に注
力したこと等から、貸出残高は計画を上回った。なお、資金繰
り支援のための資金（現預金）を確保したこと等から総資産が
増加したため、比率は計画を下回った。

みちのく

第　　三

「リレーションシート」等を活用した事業性評価に基づく資金
繰り支援に注力したこと等から、貸出残高・比率ともに計画を
上回った。

東　　和

山梨県民
（信用組合）

「経営改革プラン」に基づき、不良債権の集中的かつ抜本的な
削減を図り、貸出債権売却や貸出金償却等を実施したことによ
り、貸出残高・比率ともに計画を下回った。

「ＴＯＷＡお客様応援活動」を通じた資金繰り支援や本業支援
に積極的に取り組んだこと等から、貸出残高は計画を上回っ
た。なお、資金繰り支援のための資金（現預金）を確保したこ
と等から総資産が増加したため、比率は計画を下回った。

高　　知

医療・福祉分野をはじめとする成長分野の活性化に向けた取組
みに注力したこと等から、貸出残高・比率ともに計画を上回っ
た。

北　　都

従来からの訪問活動による顧客とのリレーションを通じて、資
金繰り支援に積極的に取り組んだことから、貸出残高・比率と
もに計画を上回った。

宮崎太陽

「本業サポートＷｉｔｈ」等を通じた顧客の売上改善に取り組
んだこと等から、貸出残高は計画を上回ったものの、資金繰り
支援のための資金（現預金）を確保したこと等から総資産が増
加したため、比率は計画を下回った。

豊　　和

実質無利子・無担保融資を含めた資金繰り支援に注力した結
果、貸出残高は計画を上回った。なお、新型コロナウイルス感
染症対策の給付金等による預金の増加等から総資産が増加した
ため、比率は計画を下回った。

ぐんまみらい
（信用組合）

新設の県制度資金を含め、新型コロナウイルス感染症対応資金
等の積極的な推進に取り組んだことから、貸出残高・比率とも
に計画を上回った。

東京厚生
（信用組合）

中小規模事業者に対する貸出業務については、当組合の最重要
課題としており、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた中
小規模事業者支援に取り組んだ結果、貸出残高・比率ともに計
画を上回った。

横浜幸銀
（信用組合）

営業本部及び営業店において、営業推進に取り組んだ結果、貸
出残高は計画を上回ったが、総資産が想定よりも大きく増加し
たため、比率は計画を下回った。

釧　　路
（信用組合）

実質無利子・無担保融資を活用した資金繰り支援対応を最優先
に取り組んだことから、貸出残高・比率ともに計画を上回っ
た。

滋賀県
（信用組合）

役職員一丸となって貸出金増強に取り組んだ結果、貸出残高は
計画を上回った。また、総資産が想定よりも大きく増加したも
のの、比率は計画を上回った。



計 画 実 績

13.39 13.42 18.18 ＋ 4.79 ＋ 4.76

補助金申請サポートや販路開拓「ふくほうトップラインサポー
ト」等のコンサルティングサービスに積極的に取り組んだこと
等から、計画を上回った。

2.59 2.62 3.72 ＋ 1.13 ＋ 1.10

創業・新事業支援やビジネスマッチング等の経営相談に積極的
に取り組んだことから、計画を上回った。

7.05 9.60 10.22 ＋ 3.17 ＋ 0.62

Ｍ＆Ａによる事業承継支援やビジネスマッチング等の経営相談
に積極的に取り組んだことから、計画を上回った。

4.98 6.02 6.04 ＋ 1.06 ＋ 0.02

「三重県中南部地域活性化推進プロジェクト」やミドルリスク
先等に対する経営相談に積極的に取り組んだこと等から、計画
を上回った。

6.74 7.44 8.44 ＋ 1.70 ＋ 1.00

所管部署である融資部融資課及び総合相談センターが中心とな
り、外部機関・外部専門家との連携により、きめ細かな経営相
談及び早期事業再生支援等に積極的に取り組んだこと等から、
計画を上回った。

27.91 28.67 48.97 ＋ 21.06 ＋ 20.30

「ＴＯＷＡお客様応援活動」を通じた経営改善計画策定支援や
財務改善アドバイス等の経営改善支援に積極的に取り組んだこ
と等から、計画を上回った。

4.73 5.00 5.88 ＋ 1.15 ＋ 0.88

事業承継支援や事業性評価の推進による担保・保証に依存しな
い融資に積極的に取り組んだこと等から、計画を上回った。

14.82 14.90 17.49 ＋ 2.67 ＋ 2.59

経営改善計画策定支援やビジネスマッチング等の経営相談に積
極的に取り組んだこと等から、計画を上回った。

0.71 0.95 0.98 ＋ 0.27 ＋ 0.03

「本業サポートＷｉｔｈ」等を通じた顧客の売上改善や創業支
援に積極的に取り組んだこと等から、計画を上回った。

26.54 44.42 89.58 ＋ 63.04 ＋ 45.16

支援先の経営課題の分析・把握等について外部専門家と連携・
協力したほか、業種別貸出残高に占めるウェイトの高い業種の
特性を踏まえた支援策を立案・指導するなど再生支援に積極的
に取り組んだことから、計画を上回った。

9.00 9.02 9.33 ＋ 0.33 ＋ 0.31

「Ⅴサポート業務」を通じた売上改善等による経営改善支援や
事業承継・事業再生支援等に積極的に取り組んだこと等から、
計画を上回った。

15.79 16.07 22.34 ＋ 6.55 ＋ 6.27

東京都の地域金融機関による事業承継促進事業に参画したこと
等から、計画を上回った。

19.10 19.62 39.84 ＋ 20.74 ＋ 20.22

新型コロナウイルス感染症対応で積極的に経営相談に応じたほ
か、担保・保証に過度に依存しない融資の促進を行ったことか
ら、計画を上回った。

4.26 4.28 4.28 ＋ 0.02 ± 0.00

経営改善支援先に対して、きめ細かな訪問活動や既存の保証契
約の適切な見直しを行うなど、事業承継支援や担保・保証に過
度に依存しない融資等に積極的に取り組んだことから、計画通
りとなった。

41.74 41.84 43.51 ＋ 1.77 ＋ 1.67

事業支援グループ・審査部・業務部・営業店が連携を密にして
取り組んだことから、計画を上回った。

令和３年３月期

始期比 計画比
コメント

（実績と計画の比較）

２） 経営改善支援先割合

(単位：％)

計画始期
の水準

滋賀県
（信用組合）

福　　邦

南日本

みちのく

第　　三

東　　和

山梨県民
（信用組合）

高　　知

北　　都

宮崎太陽

豊　　和

ぐんまみらい
（信用組合）

東京厚生
（信用組合）

横浜幸銀
（信用組合）

釧　　路
（信用組合）



計 画 実 績

171 186 212 ＋ 40 ＋ 26

事業法人向け貸出の増加や国債等の満期償還等が寄与したことから、
資金利益は計画を上回った。

計 画 実 績

6,476 8,733 9,039 ＋ 2,562 ＋ 305

９営業店体制を維持しつつ効率的な業務運営を行ったことから、一営
業店当たり資金量は計画を上回った。

残高 ＋ 6,194

比率 ＋ 13.34

＋ 13.74

特定信用組合において、創業支援や新事業の開拓支援のほか、事業再
生が必要となった取引先に対し、中小企業再生支援協議会等の外部機
関と連携し事業再生支援等に取り組んだことから、計画始期を上回っ
た。

全国信用協同組合
連合会

(単位：億円)

計画始期
の水準

令和３年３月期

始期比 計画比
コメント

（実績と計画の比較）

全国信用協同組合
連合会

9.76 23.50

※全国信用協同組合連合会の数値は、資本支援を行った13信用組合の合算値（但し、実績値は旧信用組合岡山商銀を合併した横浜幸銀信用組合の計数を含む。）

※全国信用協同組合連合会の数値は、資本支援を行った13信用組合の合算値（但し、実績値は旧信用組合岡山商銀を合併した横浜幸銀信用組合の計数を含む。）

２） 経営改善支援先割合

(単位：％)

計画始期の水準

令和３年３月期

実 績

始期比
コメント

（実績と計画の比較）
実 績

全国信用協同
組合連合会

5,837 12,032
特定信用組合（資本支援を行った13信用組合）において、既存先の資
金ニーズの発掘、新規事業先の開拓、融資提案型営業の推進、成長分
野への融資推進等、地域金融の円滑化に積極的に取り組んだことか
ら、貸出残高・比率ともに計画始期を上回った。34.89 48.23

計画始期の水準

令和３年３月期

始期比
コメント

（実績と計画の比較）

金融機能強化法(平成20年改正法)に基づく協同組織金融機能強化方針

令和３年３月期の実施状況の概要

２．中小企業金融の円滑化の目標

１） 中小規模事業者等向け貸出の残高及び比率

(単位：億円、％)

１．経営改善の目標

１） 資金利益

(単位：億円)

計画始期
の水準

令和３年３月期

始期比 計画比
コメント

（実績と計画の比較）

全国信用協同組合
連合会

２） 一営業店当たり資金量



 

金融機能強化法の震災特例に基づき資本参加を行った金融機関における

「経営強化計画の履行状況（令和３年３月期）」の概要 

 

 

（注）相双五城信用組合、いわき信用組合及び那須信用組合は全国信用協同組合連合会 

からの信託受益権の買取りにより、宮古信用金庫、気仙沼信用金庫、石巻信用金庫 

及びあぶくま信用金庫は信金中央金庫からの信託受益権の買取りにより、きらやか 

銀行は、じもとホールディングス（持株会社）が発行する優先株式の引受けにより、 

それぞれ資本参加。 

 

金融機関名 
資本参加 

時 期 金 額 

震災特例（平成 23 年７月施行）に基づき資本参加を行った金融機関 

仙台銀行 
平成２３年 ９月３０日 

３００億円   

筑波銀行 ３５０億円   

相双五城信用組合 
平成２４年 １月１８日 

１６０億円   

いわき信用組合 ２００億円   

宮古信用金庫 

平成２４年 ２月２０日 

１００億円   

気仙沼信用金庫 １５０億円   

石巻信用金庫 １８０億円   

あぶくま信用金庫 ２００億円   

那須信用組合 平成２４年 ３月３０日 ７０億円   

東北銀行 平成２４年 ９月２８日     １００億円 

きらやか銀行 平成２４年１２月２８日     ３００億円 



金
融

機
能

強
化

法
（
震

災
特

例
）
を

活
用

し
た

４
地

域
銀

行
の

経
営

強
化

計
画

 

令
和

３
年

３
月

期
の

履
行

状
況

の
概

要
 

被
災

地
域

に
お

け
る

東
日

本
大

震
災

か
ら

の
復

興
に

資
す

る
方

策
の

進
捗

状
況

（
主

な
も

の
）
 

①
 

実
施

体
制

の
整

備
 

・
「
地

元
企

業
応

援
部

」
に

復
興

融
資

担
当

者
や

事
業

再
生

担

当
者

が
常

駐
し

、
被

災
者

の
復

興
相

談
等

に
き

め
細

や
か

に

対
応

 

・
仙

台
地

区
の

営
業

店
を

法
人

特
化

店
舗

と
し

仙
山

圏
の

仲
介

機
能

を
拡

充
す

る
と

と
も

に
、

本
業

支
援

推
進

態
勢

を
強

化
 

・
「
コ

ン
サ

ル
テ

ィ
ン

グ
サ

ポ
ー

ト
委

員
会

」
で

決
定

し
た

支
援

策

に
基

づ
き

、
個

社
別

に
本

部
と

営
業

店
が

一
体

と
な

っ
て

協

議
を

行
う

「
コ

ン
サ

ル
テ

ィ
ン

グ
サ

ポ
ー

ト
協

議
会

」
を

開
催

し
、

債
務

者
区

分
に

関
わ

ら
ず

経
営

課
題

を
抱

え
る

地
元

中
小

企

業
に

対
し

て
、

本
業

支
援

の
実

践
に

よ
る

取
引

先
の

持
続

的

成
長

や
地

域
の

活
性

化
に

貢
献

し
て

い
く
態

勢
を

構
築

 

・
「
地

域
応

援
部

」
、

「
支

店
統

括
部

」
、

「
融

資
管

理
部

」
が

各
営

業
店

と
連

携
し

、
各

種
ソ

リ
ュ

ー
シ

ョ
ン

の
提

供
や

経

営
改

善
支

援
等

の
本

業
支

援
の

た
め

の
本

部
サ

ポ
ー

ト

を
強

化
 

・
地

域
の

事
業

者
に

き
め

細
か

い
支

援
を

実
施

す
る

た

め
、

各
営

業
店

の
取

り
巻

く
環

境
を

勘
案

し
た

「
店

別
営

業
戦

略
」
に

基
づ

い
た

営
業

推
進

を
実

施
 

②
 

具
体

的
な

取
組

み
 

・
グ

ル
ー

プ
統

一
ツ

ー
ル

で
あ

る
「
じ

も
と

ホ
ー

ル
デ

ィ
ン

グ
ス

ビ
ジ

ネ
ス

マ
ッ

チ
ン

グ
情

報
」
の

活
用

に
よ

る
仙

山
圏

で
の

ビ
ジ

ネ
ス

マ
ッ

チ
ン

グ
の

実
施

（
令

和
２

年
度

：
成

約
実

績
7
0
件

）
（
仙

台
、

き
ら

や
か

）
 

・
両

行
の

協
調

融
資

等
に

よ
る

被
災

企
業

へ
の

積
極

的
な

支
援

（
令

和
２

年
度

：
協

調
・
紹

介
融

資
実

績
４

件
）
（
仙

台
、

き
ら

や
か

）
 

・
被

災
企

業
等

の
経

営
改

善
計

画
の

策
定

支
援

や
訪

問
活

動
、

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
等

の
外

部
機

関
と

連
携

し
た

事
業

再
生

支
援

（
仙

台
）
 

・
津

波
被

災
地

等
で

の
顧

客
利

便
性

を
確

保
す

る
た

め
の

、
巡

回
型

移
動

店
舗

に
よ

る
営

業
（
仙

台
）
 

・
ミ

ド
ル

リ
ス

ク
先

の
企

業
実

態
や

成
長

可
能

性
を

適
切

に
評

価
し

、
積

極
的

な
資

金
提

供
や

経
営

改
善

・
成

長
戦

略
へ

の
伴

走
型

の
支

援
を

実
施

（
令

和
２

年
度

 
目

標
：
8
6
0
億

円
、

実
績

：

1
,2

4
0
億

円
（
＋

3
8
0
億

円
）
）
 

・
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

影
響

を
受

け
た

地
元

中
小

企
業

に
対

し
、

過
度

な
負

担
に

な
ら

な
い

柔
軟

な
審

査
・
迅

速
な

融
資

を
実

行
す

る
な

ど
緊

急
的

な
資

金
繰

り
支

援
を

積
極

的
に

実
施

（
茨

城
県

信
用

保
証

協
会

の
保

証
債

務
残

高
増

加
額

（
令

和
２

年
度

）
で

県
内

ト
ッ

プ
）
 

・販
路

拡
大

支
援

も
兼

ね
た

福
利

厚
生

支
援

サ
ー

ビ
ス

「
ハ

ッ
ピ

ー
エ

ー
ル

サ
ポ

ー
ト

」
を

令
和

３
年

２
月

よ
り

開
始

（
令

和
３

年

３
月

期
 
申

込
件

数
：
1
,3

5
5
件

 
加

入
従

業
員

数
：
1
7
,0

3
2
人

）
 

・震
災

以
降

、
地

域
社

会
の

持
続

的
成

長
を

支
援

し
て

い
る

、
「
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
推

進
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
『
あ

ゆ
み

』
」
の

取
組

み
を

推
進

（
震

災
関

連
融

資
実

績
は

令
和

２
年

1
0
月

～
令

和
３

年
５

月
（
直

近
）
：

5
,8

1
7
件

）
 

・
震

災
復

興
推

進
本

部
活

動
報

告
書

を
作

成
し

、
復

旧
・
復

興
資

金
の

実
行

実
績

や
被

災
地

域
の

現
状

等
、

定
期

的
な

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

を
継

続
 

・
財

務
改

善
や

資
金

繰
り

改
善

を
図

る
た

め
の

短
期

継
続

融
資

へ
の

取
組

強
化

の
一

環
と

し
て

、
平

成
3
0
年

９
月

よ
り

プ
ロ

パ
ー

短
期

継
続

融
資

「
グ

ロ
ー

リ
ン

グ
」
の

取
扱

い
を

開
始

（
令

和
３

年
３

月
期

1
6
件

/
1
3
.0

億
円

）
 

・
ロ

ー
カ

ル
ベ

ン
チ

マ
ー

ク
を

取
り

入
れ

た
事

業
性

評
価

シ
ー

ト
を

活
用

 
・
営

業
活

動
の

中
で

把
握

し
た

企
業

情
報

を
行

内
イ

ン
ト

ラ
ネ

ッ
ト

を
活

用
し

共
有

化
す

る
こ

と
で

、
ビ

ジ
ネ

ス
マ

ッ
チ

ン
グ

等
の

支
援

を
実

施
（
令

和
２

年
度

：
登

録
1
8
3
件

）
 

 

被
災

者
向

け

新
規

融
資

 

事
業

性
 

８
，

９
１

３
先

／
３

，
１

３
７

億
円

 
１

，
４

５
２

件
／

 
４

２
５

億
円

 
６

５
，

９
８

４
件

／
８

，
６

６
１

億
円

 
３

，
８

３
０

件
／

 
９

４
５

億
円

 

消
費

性
 

４
，

５
９

４
先

／
 

 
２

４
７

億
円

 
 

 
１

５
０

件
／

 
 

１
９

億
円

 
１

３
，

８
９

９
件

／
１

，
７

５
１

億
円

 
６

６
０

件
／

 
１

１
３

億
円

 

被
災

者
向

け

条
件

変
更

 

事
業

性
 

 
 

２
４

８
先

／
 

 
１

５
２

億
円

 
 
 
６

４
３

件
／

 
２

０
０

億
円

 
３

，
６

４
９

件
／

 
 
 
９

１
７

億
円

 
１

，
０

９
３

件
／

 
１

９
２

億
円

 

消
費

性
 

３
４

６
先

／
 

 
 

４
１

億
円

 
 
 
１

０
４

件
／

 
 
１

８
億

円
 

 
 

１
７

７
件

／
 

 
 
 
１

７
億

円
 

 
 
 
 
７

５
件

／
 
 
 
 
９

億
円

 

【
参

考
】
 

Ｒ
３

/
３

月
期

の
貸

出
金

残
高

 
８

，
３

６
７

億
円

 
1

兆
１

０
０

億
円

 
１

兆
８

，
１

４
６

億
円

 
６

，
３

１
８

億
円

 

産
業

復
興

機
構

の
活

用
 

決
定

２
８

先
 

―
 

決
定

１
２

先
 

 
決

定
５

７
先

 

東
日

本
大

震
災

事
業

者
 

再
生

支
援

機
構

の
活

用
 

決
定

６
８

先
 

決
定

 
７

先
 

決
定

２
７

先
 

 
決

定
５

５
先

 

個
人

版
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
・
自

然

災
害

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
活

用
 

成
立

４
３

件
 

成
立

 
４

件
 

―
 

 
成

立
１

８
件

 

※
 

計
数

は
令

和
３

年
５

月
末

時
点

（
令

和
３

年
３

月
末

を
も

っ
て

新
た

な
支

援
申

込
の

受
付

を
終

了
し

た
こ

と
等

か
ら

、
産

業
復

興
機

構
及

び
東

日
本

大
震

災
事

業
者

再
生

支
援

機
構

に
係

る
計

数
は

令
和

３
年

３
月

末
時

点
）
 

じ
も

と
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
 

筑
波

銀
行

（
茨

城
県

土
浦

市
）
 

東
北

銀
行

（
岩

手
県

盛
岡

市
）
 

仙
台

銀
行

 

（
宮

城
県

仙
台

市
）
 

き
ら

や
か

銀
行

 

（
山

形
県

山
形

市
）
 

資
本

参
加

額
 

（
資

本
参

加
時

期
）
 

３
０

０
億

円
（
平

成
2
3

年
９

月
）
 

３
０

０
億

円
（
平

成
2
4

年
1
2

月
）
 

３
５

０
億

円
（
平

成
2
3

年
９

月
）
 

１
０

０
億

円
（
平

成
2
4

年
９

月
）
 



金
融

機
能

強
化

法
（
震

災
特

例
）
を

活
用

し
た

４
信

用
金

庫
の

経
営

強
化

計
画

 
令

和
３

年
３

月
期

の
履

行
状

況
の

概
要

 

宮
古

（
岩

手
県

宮
古

市
）
 

気
仙

沼
（
宮

城
県

気
仙

沼
市

）
 

石
巻

（
宮

城
県

石
巻

市
）
 

あ
ぶ

く
ま

（
福

島
県

南
相

馬
市

）
 

資
本

参
加

額
 

（
資

本
参

加
時

期
）
 

１
０

０
億

円
（
平

成
2
4

年
２

月
）
 

【
国

８
５

億
円

、
信

金
中

金
１

５
億

円
】
 

１
５

０
億

円
（
平

成
2
4

年
２

月
）
 

【
国

１
３

０
億

円
、

信
金

中
金

２
０

億
円

】
 

１
８

０
億

円
（
平

成
2
4

年
２

月
）
 

【
国

１
５

７
億

円
、

信
金

中
金

２
３

億
円

】
 

２
０

０
億

円
（
平

成
2
4

年
２

月
）
 

【
国

１
７

５
億

円
、

信
金

中
金

２
５

億
円

】
 

※
 

国
は

、
信

金
中

央
金

庫
（
信

金
中

金
）
か

ら
、

４
信

用
金

庫
が

発
行

し
た

優
先

出
資

に
係

る
信

託
受

益
権

を
買

い
取

る
方

式
に

よ
り

資
本

参
加

 

被
災

地
域

に
お

け
る

東
日

本
大

震
災

か
ら

の
復

興
に

資
す

る
方

策
の

進
捗

状
況

（
主

な
も

の
）
 

①
 

実
施

体
制

の
整

備
 

・
令

和
２

年
５

月
、

震
災

以
降

、
店

舗
内

店
舗

と
し

て
い

た
田

老
支

店
を

宮
古

市
田

老
総

合

事
務

所
庁

舎
内

に
て

再
開

 

・
震

災
以

降
、

仮
店

舗
で

営
業

し
て

い
た

高
田

支
店

を
令

和
２

年
1
2

月
に

、
店

舗
内

店
舗

と
し

て
い

た
内

の
脇

支
店

を
令

和
３

年
１

月
に

新
築

移
転

し
、

通
常

営
業

を
再

開
 

・
令

和
２

年
1
2

月
、

宮
城

県
内

の
他

の
４

金
庫

と

共
同

で
、

地
域

社
会

の
一

員
と

し
て

地
域

経
済

の
持

続
的

発
展

に
向

け
て

連
携

し
て

取
り

組

む
こ

と
を

宣
言

し
、

５
金

庫
共

通
の

Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ

活

動
方

針
を

決
定

 

・
令

和
３

年
１

月
、

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ア

プ
リ

「
し

ん
き

ん
ｄ
ｉｒ

ｅ
ｃ
ｔ」

を
導

入
し

た
こ

と
で

、
Ｐ

Ｃ
、

ス
マ

ホ
に

よ
る

オ
ン

ラ
イ

ン
相

談
、

事
前

面
談

予
約

や
チ

ャ
ッ

ト
機

能
に

よ
る

常
時

問
い

合
わ

せ
を

可
能

と
し

、
顧

客
利

便
の

向
上

に
寄

与
 

②
 

具
体

的
な

取
組

み
 

・
よ

ろ
ず

支
援

拠
点

合
同

相
談

会
を

定
期

的

に
開

催
 

・
新

規
創

業
者

に
対

し
、

専
門

家
派

遣
を

活
用

し
た

経
営

戦
略

策
定

等
の

支
援

を
実

施
 

・
中

小
企

業
庁

の
地

域
中

小
企

業
人

材
確

保

支
援

等
事

業
に

参
加

し
、

事
業

者
に

対
し

、

必
要

な
求

人
像

を
明

確
化

さ
せ

る
こ

と
で

県

外
人

材
の

採
用

を
支

援
 

・
令

和
３

年
３

月
、

取
引

先
の

人
材

確
保

支
援

を

目
的

と
し

て
、

大
手

労
働

者
派

遣
会

社
と

業
務

提
携

 

・
令

和
３

年
３

月
、

気
仙

沼
市

及
び

気
仙

沼
商

工
会

議
所

と
連

携
し

て
、

地
域

企
業

の
デ

ジ
タ

ル
化

推
進

を
目

的
と

し
た

セ
ミ

ナ
ー

を
開

催
 

・
信

用
金

庫
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
活

か
し

た
「
2
0
2
0

よ
い

仕
事

お
こ

し
フ

ェ
ア

」
等

の
オ

ン
ラ

イ
ン

イ

ベ
ン

ト
等

に
計

４
回

参
加

し
、

事
業

者
の

販
路

開
拓

を
支

援
 

・
令

和
２

年
４

月
よ

り
販

売
開

始
し

た
プ

ロ
パ

ー

融
資

「
し

ん
き

ん
事

業
承

継
ロ

ー
ン

」
の

実
行

に
よ

り
、

円
滑

な
親

族
間

承
継

を
実

現
 

・
企

業
版

ふ
る

さ
と

納
税

制
度

を
活

用
し

、
地

域

密
着

総
合

連
携

協
定

を
締

結
し

た
相

馬
市

の

施
策

に
寄

付
す

る
こ

と
で

地
域

創
生

を
支

援
 

・
放

射
能

に
よ

っ
て

被
害

を
受

け
た

地
域

で
あ

る

広
島

、
長

崎
の

２
金

庫
と

連
携

し
、

震
災

の
風

化
防

止
に

向
け

た
情

報
発

信
を

実
施

 

 

被
災

者
向

け
 

新
規

融
資

 

事
業

性
 

１
，

７
０

０
先

／
２

１
９

億
円

 
３

，
１

０
７

先
／

６
３

５
億

円
 

１
，

０
２

９
先

／
５

０
２

億
円

 
２

，
１

５
７

先
／

８
２

７
億

円
 

消
費

性
 

 
 

７
１

０
先

／
 

６
２

億
円

 
 

 
７

６
１

先
／

 
６

０
億

円
 

１
，

０
７

５
先

／
１

５
３

億
円

 
 

 
５

９
０

先
／

 
８

０
億

円
 

 

被
災

者
向

け
 

条
件

変
更

 

事
業

性
 

 
 

２
３

８
先

／
１

２
２

億
円

 
 

 
１

２
８

先
／

 
６

２
億

円
 

２
３

９
先

／
１

０
５

億
円

 
 

 
５

４
９

先
／

３
１

４
億

円
 

消
費

性
 

 
 

 
９

０
先

／
 

 
８

億
円

 
 

 
２

９
６

先
／

 
１

１
億

円
 

１
０

８
先

／
 

１
３

億
円

 
 

 
４

９
４

先
／

 
４

２
億

円
 

 

【
参

考
】
 

Ｒ
３

/
３

期
の

貸
出

金
残

高
 

２
９

７
億

円
 

５
０

７
億

円
 

７
７

７
億

円
 

９
３

０
億

円
 

 

産
業

復
興

機
構

の
活

用
 

決
定

２
４

件
 

決
定

２
９

件
 

決
定

３
５

件
 

決
定

 
５

件
 

 

東
日

本
大

震
災

事
業

者
 

再
生

支
援

機
構

の
活

用
 

決
定

４
６

件
 

決
定

２
７

件
 

決
定

５
７

件
 

決
定

 
５

件
 

 

個
人

版
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
・
自

然

災
害

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
活

用
 

成
立

１
１

件
 

成
立

２
６

件
 

成
立

３
９

件
 

成
立

 
２

件
 

※
 

計
数

は
令

和
３

年
５

月
末

時
点

（
令

和
３

年
３

月
末

を
も

っ
て

新
た

な
支

援
申

込
の

受
付

を
終

了
し

た
こ

と
等

か
ら

、
産

業
復

興
機

構
及

び
東

日
本

大
震

災
事

業
者

再
生

支
援

機
構

に
係

る
計

数
は

令
和

３
年

３
月

末
時

点
）
 



 
金

融
機

能
強

化
法

（
震

災
特

例
）
を

活
用

し
た

３
信

用
組

合
の

経
営

強
化

計
画

 

令
和

３
年

３
月

期
の

履
行

状
況

の
概

要
 

相
双

五
城

（
福

島
県

相
馬

市
） 

い
わ

き
（
福

島
県

い
わ

き
市

） 
那

須
（
栃

木
県

那
須

塩
原

市
） 

資
本

参
加

額
 

（
資

本
参

加
時

期
）
 

１
６

０
億

円
（
平

成
2
4

年
１

月
）
 

【
国

１
３

９
億

円
、

全
信

組
連

２
１

億
円

】
 

２
０

０
億

円
（
平

成
2
4

年
１

月
）
 

【
国

１
７

５
億

円
、

全
信

組
連

２
５

億
円

】
 

７
０

億
円

（
平

成
2
4

年
３

月
） 

【
国

５
４

億
円

、
全

信
組

連
１

６
億

円
】
 

※
 

国
は

、
全

国
信

用
協

同
組

合
連

合
会

（
全

信
組

連
）
か

ら
、

３
信

用
組

合
が

発
行

し
た

優
先

出
資

に
係

る
信

託
受

益
権

を
買

い
取

る
方

式
に

よ
り

資
本

参
加

 

被
災

地
域

に
お

け
る

東
日

本
大

震
災

か
ら

の
復

興
に

資
す

る
方

策
の

進
捗

状
況

（
主

な
も

の
）
 

①
 

実
施

体
制

の
整

備
 

・
地

域
の

事
業

者
等

が
来

店
し

や
す

い
支

店
を

ロ
ー

ン
セ

ン

タ
ー

と
し

て
整

備
し

、
各

ロ
ー

ン
セ

ン
タ

ー
に

お
い

て
夜

間
融

資
相

談
会

を
引

き
続

き
実

施
 

・
顧

問
契

約
を

締
結

し
て

い
る

中
小

企
業

診
断

士
等

の
外

部
専

門
家

２
名

に
よ

る
、

中
小

企
業

・
小

規
模

事
業

者
の

経
営

課
題

解
決

に
向

け
た

相
談

窓
口

を
常

設
 

・
被

災
者

の
金

融
支

援
に

取
り

組
む

た
め

、
引

き
続

き
全

営
業

店
に

各
種

相
談

窓
口

を
設

置
し

、
常

時
相

談
に

対
応

 

・
「
経

営
改

善
支

援
担

当
者

」
を

全
営

業
店

に
配

置
 

②
 

具
体

的
な

取
組

み
 

・
金

融
機

関
の

連
携

を
目

的
に

設
立

さ
れ

た
「
オ

ー
ル

ふ
く

し

ま
サ

ポ
ー

ト
委

員
会

」
に

て
、

他
行

協
調

の
も

と
、

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
に

よ
り

財
務

内
容

が
悪

化
し

た
事

業
者

に
対

し
経

営
改

善
計

画
書

の
作

成
等

を
支

援
 

・
令

和
２

年
1
0

月
か

ら
令

和
３

年
１

月
ま

で
、

津
波

被
害

を
受

け
た

福
島

県
相

馬
市

沿
岸

部
の

地
域

産
業

振
興

、
原

発
事

故
の

風
評

払
拭

及
び

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

カ
ー

ド
普

及
を

目
的

と

し
て

懸
賞

付
定

期
預

金
「
順

風
満

帆
プ

ラ
ス

」
を

計
20

億
円

販
売

 

・
営

業
推

進
策

と
し

て
「
子

育
て

応
援

団
」
を

立
ち

上
げ

、
子

育
て

世
帯

の
支

援
を

目
的

と
し

た
特

別
金

利
の

定
期

性
預

金
の

取

扱
い

を
開

始
し

、
地

元
サ

ッ
カ

ー
ク

ラ
ブ

と
の

共
同

事
業

と
し

て

応
援

定
期

預
金

を
販

促
 

・
令

和
２

年
度

、
事

業
支

援
部

を
８

名
体

制
（
３

名
増

員
）
と

し
、

営

業
店

と
の

連
携

を
強

化
す

る
こ

と
で

、
中

小
規

模
事

業
者

等
へ

の
事

業
支

援
態

勢
を

整
備

 

・
令

和
２

年
11

月
、

地
域

事
業

者
の

販
路

拡
大

、
広

告
宣

伝
、

テ
ス

ト
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

等
を

支
援

す
る

ク
ラ

ウ
ド

フ
ァ

ン
デ

ィ
ン

グ
「
Ｍ

Ｏ
Ｔ

Ｔ
Ａ

ＩＮ
Ａ

Ｉも
っ

と
」
を

活
用

し
た

、
取

引
先

事
業

者
の

応
援

策
「
新

型
コ

ロ
ナ

対
応

事
業

者
応

援
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
第

２

弾
」
に

参
加

 

・
令

和
３

年
１

月
、

栃
木

県
が

取
り

組
む

「
と

ち
ぎ

Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ
推

進
企

業
登

録
制

度
」
へ

登
録

 

 

被
災

者
向

け
 

新
規

融
資

 

事
業

性
 

６
４

８
先

／
２

１
５

億
円

 
１

７
７

先
／

３
７

６
億

円
 

４
，

３
３

４
件

（
４

６
０

先
）
／

４
９

０
億

円
 

 

消
費

性
 

３
０

６
先

／
 

４
５

億
円

 
 

６
８

先
／

 
１

１
億

円
 

 
 

１
４

８
件

（
８

５
先

）
／

 
 

４
億

円
 

 

被
災

者
向

け
 

条
件

変
更

 

事
業

性
 

６
９

５
件

／
１

９
１

億
円

 
２

１
１

先
／

２
３

０
億

円
 

 
 

 
 

 
３

，
９

９
５

件
／

４
３

６
億

円
 

 

消
費

性
 

２
２

２
件

／
 

１
９

億
円

 
 

６
８

先
／

 
 

８
億

円
 

 
 

 
 

 
 

 
２

０
７

件
／

 
２

８
億

円
 

 

【
参

考
】 

Ｒ
３

/
３

期
の

貸
出

金
残

高
 

４
１

９
億

円
 

１
，

１
７

２
億

円
 

４
４

６
億

円
 

 

産
業

復
興

機
構

の
活

用
 

決
定

５
件

 
決

定
４

先
 

―
 

 

東
日

本
大

震
災

事
業

者
 

再
生

支
援

機
構

の
活

用
 

決
定

３
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